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【要旨】目的：地域包括ケア体制の構築を目指す我が国の精神保健医療福祉政策において、危急な

事態に即応できる精神科救急医療の確保および技術向上は必須であり、特に各自治体による精神科

救急医療体制整備事業（以下「事業」）の構築・運営が重要課題となる。本研究の目的は、現在運用

に大きな地域差がある事業実態と、医療機関間で多様性がある精神科救急及び急性期の医療内容を

把握し、課題の抽出を行って、標準化や技術向上を推進するための諸策を提言することで、これに

は、多様化する精神疾患の医療ニーズに対処し、適切なケアや支援を継続的かつ統合的に提供する

ために必要な専門知識の普及やスキル向上、体制の更なる整備、連携の工夫や促進等の方策が含ま
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れる。本政策研究では精神科救急及び急性期医療における①医療判断やプロセスの標準化と質の向

上（杉山分担班）、②実態と課題（平田分担班）③薬物療法標準化（八田分担班）④薬物乱用および

依存症診療の標準化と専門医療連携（松本分担班）⑤自治体および医療機関の連携等の地域体制の

在り方（塚本分担班）、⑥一般救急医療との連携の構築（橋本分担班）、についての分担班を設置、

平成 30 年度から新たに⑦退院困難例の要因分析（山口分担班）を追加し、それぞれの課題に取り組

んだ。 

方法：①事業の経年実績、実際の判断場面の 2 側面から医療判断プロセスの実態を調査し、関連要

因を分析し、標準化のための指標開発を行う。②直近事業実績の解析、事業報告様式の見直し、精

神保健福祉資による医療実態や資源の把握を行う。③精神科救急医療現場の多施設共同研究ネット

ワーク（JAST）における観察研究によって、急性期の 2 次的治療方策の詳細を 3 つの臨床疑問か

ら解き明かす。エキスパートコンセンサス調査を行う。④規制薬物使用の医療現場における司法的

対応のあり方に関して専門家会議で意見交換を行い論点整理と意見集約を行う。薬物乱用・依存へ

の介入のあり方については、精神科急性期病棟における薬物乱用・依存への簡易介入ツール開発し、

実際の薬物使用障害患者への介入を行い、その効果を検証する。⑤自治体アンケートを通じ、既存

の基準を用いた事業の体制や運用状況の評価し、トリアージにおける課題抽出、公的機関における

精神保健福祉人材の充足状況把握、トリアージツールの開発、全国各自治体事業担当者のヒアリン

グの開催行う。⑥並列型連携の好事例調査、全国 MC 協議会への調査を通じ連携における教育コー

ス（PEEC）の有用性を探るとともに、エキズパーとオピニオンによる病院前トリアージの作成を

行う。⑦過去の科研データを再解析し、退院困難要因、退院困難理由の違いによる特徴の抽出等を

行った。 

結果：①副次的所見として、専門医学的判断にもかかわらず、制度上の理由により入院できないケ

ースが 2.1％程度発生すること、精神科時間外受診ニーズは 16 の代表的状況に集約されることが確

認された。医療判断の特徴の推移や動向を反映する有力な行政指標と個別指標を見出し、指標の意

味づけがなされた。②複数のデータソースを用いて事業実態や医療資源の把握に取り組み、確認手

法における課題を確認するとともにモニタリングの重要性を確認した。直近の事業実績を解析し、

データ収集過程に課題の課題に対し、報告様式の改訂案を提示した。③1543 名の解析により、58.5%

の患者が 2 剤目までの抗精神病薬に反応良好、その後の併用でも 89.8%が改善を示し、有害事象の

有意な発生増加は観察されなかった。ECT が選択された場合も良好な改善があった。エキスパート

コンセンサスにて、反応不良例への併用や持効性注射剤への現時点承認度を確認した。④司法対応

について、「患者の違法薬物使用を知った際の対応ガイドライン案」を作成した。簡易介入ツールを

開発し、薬物使用障害患者において、評価尺度上における臨床上の好ましい変化を確認した。⑤基

準を用いた事業評価により課題や整備状況が自治体ごと焦点的に明確化され、精神保健福祉人材の

配置等に課題がみられた。的確なトリアージとなる共通シート（試案）を提案した。ヒアリングは

有意義に開催された。⑥教育コース等を通じ好連携に必要な要因の抽出がなされ、MC 調査では他

領域に比べ搬送困難の課題が確認された。病院前救護者がメディカルクリアランス確保できるツー

ルを作成した。⑦退院困難例は２クラスターに分類され、それぞれの特徴からあるべきケアを提案

した。 

考察：各分担班の研究的取り組みにより、精神科救急および急性期医療における標準化や質向上に

資する観察所見、提言が集積された。指標の活用、モニタリングの定着、標準治療手法や判断の普

及による医療の質向上、トリアージや退院が困難なケースへの対処方策の標準化が含まれる。最終

的には学会等が取りまとめる指針の次期改定に資する成果を目指しており、その根拠が多々得られ

た。今後、体制の均霑（てん）化および診療現場での標準化がはかられ、入院医療の適正化や、入

院長期化のさらなる防止が全国規模で推進されることにより、精神科医療全体としての「精神障害

にも対応した地域包括ケアシステム」の完備にも寄与が大きいと考えられる。 
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A.研究目的 

地域包括ケア体制の構築を目指す我が国の精神

保健医療福祉政策において、精神障害者が地域で

安心した生活を営むためには、想定される種々の

危急なニーズに即応できる精神科救急医療の確保

および技術向上が欠かせない。なかでも精神科救

急医療体制は主要な位置づけであり、これを自治

体ごとに機能的に整備・構築・運用することは、

我が国の精神保健医療福祉政策における重要課題

である。 

本研究の目的は、現在運用に大きな地域差があ

る事業実態と、医療機関間で多様性がある精神科

救急及び急性期の医療内容を把握し、課題の抽出

を行って、標準化や技術向上を推進するための諸

策を提言すること、ならびに対象者の特性と提供

されるケア状況を明らかにして医療提供体制にお

ける課題などを明らかにすることである。提言に

は、多様化する精神疾患の医療ニーズに対処し、

適切なケアや支援を継続的かつ統合的に提供する

ために必要な専門知識の普及やスキル向上、体制

の更なる整備、連携の工夫や促進等の方策等が含

まれる。 

精神科救急及び急性期医療の任務は、迅速な危

機介入と手厚い急性期医療の提供によって、精神

疾患に由来する不幸な事象を未然に防止し、健康

回復の促進をはかるとともに、長期在院者の発生

を抑止して地域生活を中心としたケアを推進する

ことである。 

1995年に国と都道府県による精神科救急医療

体制整備事業が開始され、この事業が全国展開す

る中、各自治体での体制整備が進み、救急・急性

期医療に特化した精神科救急入院料病棟および精

神科急性期治療病棟が徐々に増加している。しか

し、その運用実態と医療内容には依然大きな地域

差・多様性がある。 

また近年、精神疾患は多様化しており、応急的

な対処がその役割である救急医療においても、従

来の診療概念を超えて、それぞれの多様化したニ

ーズに一定程度見合うよう、専門知識やスキルの

向上、体制の更なる整備、連携の工夫や促進など

による進化が求められている。 

さらには、精神医療の機能分化が進みつつあり、

救急・急性期医療は医療体制としても診療報酬制

度としても、学術面でも一定程度の領域確立を果

たして来たが、精神医療全体のシステムとしては

課題が多く、特に継続的、包括的、統合的なケア

を、エビデンスに見合う形で効率的に提供するま

でには至らず、救急・急性期医療を補完するケア

提供体制が求められる。 

以上をふまえ、本政策研究では以下の分担班を

設置し、それぞれの課題に取り組んだ。なお、上

述の必要性から、平成30年度より新たに研究班7）

が追加された。 

1) 精神科救急及び急性期医療サービスにおけ

る医療判断やプロセスの標準化と質の向上

に関する研究（杉山分担班） 

精神科救急医療では、緊急やむを得ない場合の

時間外受診者を対象としており、当事者の病態は

重症で自己決定における判断力が限定的であるた

め、非自発入院とせざるを得ない場面も多い。こ

の際、当事者の権利制限を伴うことから、その適

応判定は慎重でなければならず、一定の妥当性が

求められる。 

いっぽうで精神科救急医療における判断とは、

時間外の脆弱な医療体制下に、危急な事態に対応

しながら、限られた少ない情報から、種々の可能

性を冷静に見越して、その時点における最良の判

断を迅速かつ的確に行うという極めて困難な作業

でもある。 

このような医療判断プロセスがより適切となる

ための標準化を目的とする。そのために医療判断

の実態を調査し、医療判断について客観的指標を

開発して妥当性を確保したり、判断の傾向を評価

したりできる方策の開発を目指す。 

2) 精神科救急及び急性期医療に関する実態と

課題に関する研究（平田分担班） 

行政医療としての精神科救急医療は、厚生労働

省が主導し、都道府県が実施する精神科救急医療

体制整備事業としてその実施要綱に基づき均霑

（てん）化されなければならないが、医療資源の
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地域偏在など、種々の事情のため地域間格差が長

年指摘されている。また、本事業が取り扱う対応

件数等、例年各自治体から報告される事業実績は、

その件数カウントに明らかな矛盾が観察される等、

事業運用に関する解釈の不統一がみられ、正確な

実態把握に支障が多い。 

このような状況を是正し、医療資源や運用実態

を二次医療圏など各圏域ごとに的確に把握する手

法、精神科救急医療体制整備事業に関し、統一し

た共通認識とするための手法の開発を目指す。 

3) 精神科救急及び急性期医療における薬物療

法標準化に関する研究（八田分担班） 

一般的に、統合失調症に対する薬物治療として、

抗精神病薬の単剤治療とすることが理想であるが、

単剤での早期治療反応が不十分な症例への第二の

治療方略の選択根拠は不明瞭なことが多く、治療

者の恣意性や治療環境が大きく影響している。 

標準とされる多くのガイドラインは救急・急性

期の現場を想定しておらず、その推奨内容がそう

した現場でどれほど確かな根拠となるのかは不明

確である。救急・急性期の現場では臨床試験実施

の困難さから、確実性の高いエビデンスが圧倒的

に不足している。 

こうした臨床疑問について、これまでに取り組

んできた救急・急性期を本務とする多施設共同研

究体制を活用し、2年をかけて 

① 単剤で対処できる割合 

② クロザピンの適応があるが導入できない割

合 

③ ECTを実施せざるをえない割合 

に関してのエビデンスの確立を図る。 

4) 精神科救急及び急性期医療における薬物乱

用および依存症診療の標準化と専門医療連

携に関する研究（松本分担班） 

精神科救急医療における薬物関連障害患者への

対応については、急性中毒の治療に終始せざるを

得ず、基底にある依存症への本来的な治療がなさ

れないまま事例化が繰り返される状況がしばしば

認められる。 

相模原障害者施設殺傷事件の被疑者が、事件前

に薬物関連障害として精神科救急医療サービスを

経由した経緯があることから、本領域についての

関心が高まり、対応のあり方や旧来の法整備の課

題などがあらためて浮き彫りとなっている。 

しかしながら、多様な精神疾患への対応が求め

られる現状況にあっても、救急医療の現場でその

すべてを完結することは物理的に不可能であり、

初期対応のための知識やスキルの向上、専門医療

や関係機関との連携手法の確立等によって機能分

化の中で適切に対処することが現実的である。 

これらの課題について、それぞれの側面から実

効的な対策を講じる必要があり、精神科急性期医

療における患者の薬物問題への対応として 

① 司法的な対応のあり方 

② 薬物乱用・依存への介入のあり方 

の2つのテーマについて検討する。 

5) 精神科救急及び急性期医療における自治体

および医療機関の連携等の地域体制の在り

方に関する研究（塚本分担班） 

休日・夜間に受診前相談を担っている精神医療

相談事業および精神科救急情報センターは、先行

研究においてその機能や実績に大きな違いがある

ことが明らかとなっている。平成28年度障害者総

合福祉推進事業「精神科救急体制の実態把握及び

措置入院・移送の地域差の要因分析に関する調査

研究」ではこれら受診前相談における役割と技能

要件の明確化を基準として示し、日本精神科救急

学会はガイドラインの中で受診前トリアージにお

ける推奨事項を発表、研修会を開催しているが、

引き続き標準化を進める諸策を提言し、継続的に

地域状況のモニタリングと個々の従事者の認識や

技術の向上が必要である。 

6) 精神科救急及び急性期医療における一般救

急医療との連携の構築に関する研究（橋本分

担班） 

一般救急医療と精神科救急医療との連携体制に

課題が多いことは従来指摘されており、特に身体

合併症を有する精神科疾患においてこの問題は顕

著で、課題の明確化と対策立案が急がれるところ

である。消防法改訂などの法整備、自殺対策・災
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害対策等の政策を軸とした連携体制強化、学術団

体による教育研修コースの開発などの取り組みが

ある一方で、医療連携の均霑（てん）化・円滑化

は十分といえず、地域医療システムや個々の医療

従事者の技量の改善も重要である。 

これらの現状と課題を踏まえ、 

① 救急医療における精神科医療や精神科的

ケアの現状確認 

② 病院前救護における精神科トリアージの

改善 

③ 精神科トリアージ後、患者を適切な医療・

社会資源につなげるための方策及び実態

把握手段の開発 

を目的とした。 

7) 精神科救急及び急性期医療後の退院困難例

の要因分析及び適切なケアのあり方に関す

る研究（山口分担班） 

我が国の精神科医療が地域ケア中心への流れと

なる中で、急性期の入院医療は約 90日（3ヶ月）

までが目安とされるに至ったが、中には3ヵ月を

超える入院治療を必要とする者がある。これら退

院困難例は本来が重症例であり、手厚いケアを受

ける必要があると推測されるが、現状の診療報酬

制度では低人員配置の医療体制に移行して継続医

療を受けざるを得ない現実がある。しかしながら、

彼らがどのような属性や病状を持っているか、あ

るいはどのようなケアを受けているかなどについ

ては明らかになっていないことから、先ずこの点

を明らかにし、包括的ケアシステムや機能分化の

観点から、あるべき精神医療の提言を行う。 

 

B.研究方法 

1) 精神科救急及び急性期医療サービスにおけ

る医療判断やプロセスの標準化と質の向上

に関する研究（杉山） 

平成29年度中に、①これまでの精神科救急医療

体制整備事業における実施要綱の変遷（改訂履歴）

を一覧にまとめたうえ、②過去に報告された精神

科救急医療体制整備事業実績について再集計を行

い、医療判断の全国的な年次傾向を解析するとと

もに、集約データを各都道府県に供覧してセルフ

レビューアンケートを実施したほか、③実際の医

療判断について、精神科救急入院料を算定する医

療機関を時間外（休日・夜間）に受診したケース

を対象とし、先行研究成果である「精神科におけ

る『急性かつ重症の患者」の診断基準」を用いて、

個別の判断過程や影響要因を明らかにする横断面

調査を実施した。調査内容は、国内の領域エキス

パートを招集し、十分な検討を行って決定した。 

また、大都市圏を中心に精神科初期救急医療体

制の実態について自治体に聞き取り調査を行い、

診療所の活用可能性等を検討した。 

平成30年度には、②③の集約データの追加解析

を行い、エキスパートコンセンサスにより医療判

断の傾向を反映する指標を開発するとともに、他

の分担班が開催した全都道府県の事業担当者が集

まる「ヒアリング」にて、指標に関する議論を行

って、これを確定させた。 

2) 精神科救急及び急性期医療に関する実態と

課題に関する研究（平田分担班） 

①各都道府県から国に報告された平成28～29

年度の精神科救急事業の年報や衛生行政報告例を

集計・分析した。 

②精神科救急事業の報告に統一基準を欠く現状

を改善するために、報告様式の改定案を作成した。 

③精神保健福祉資料（通称630調査）の結果等

に基づいて、全国の精神科救急病棟の運用実績を

調査・分析した。 

④以上の調査結果および地方厚生局資料や病院

報告、国勢調査等に基づいて、二次医療圏等各医

療圏単位で精神科救急医療資源に関する情報を表

示する全国マップを作成し、地域精神医療資源分

析データベース（ReMHRAD）を更新するデータ

および持続的な更新の枠組みを提供した。 

3) 精神科救急及び急性期医療における薬物療

法標準化に関する研究（八田分担班） 

①分担研究者が2007年から運営する精神科救

急医療現場の多施設共同研究ネットワーク

（Japan Acute-phase Schizophrenia Trial 

[JAST] study group）における観察研究とし、次
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の研究疑問を検証することを目的に前向き観察研

究デザインで本研究を企画した。 

対象はJAST study group参加の11精神科救急

医療機関に救急入院する精神病性障害の患者で、

以下の3点について調査した。 

1. 精神病性障害の救急・急性期薬物療法上、

抗精神病薬の単剤で対処できる割合（最初

に選択した抗精神病薬が奏効あるいは早

期治療反応不良で切替えた抗精神病薬が

奏効） 

2. 精神病性障害の救急・急性期において、ク

ロザピンの適応があるが導入できない割

合 

3. ECTを実施せざるをえない割合 

主要観察項目は、退院あるいは3カ月経過時点で

の抗精神病薬の単剤割合、その他の観察項目は

CGI-I、クロザピン開始の有無、ECT実施の有無、

FBS＆LDL-Chol＆TG、錐体外路症状、sPRL、

QTc等とした。 

②精神科救急医療ガイドラインの改訂を目指し

たエキスパートコンセンサス調査を実施した。 

4) 精神科救急及び急性期医療における薬物乱

用および依存症診療の標準化と専門医療連

携に関する研究（松本分担班） 

①司法対応のあり方では、様々な立場の法律の

専門家（刑法学者、弁護士）を含めて、保健・医

療・福祉領域の専門家が参加する分担研究班会議、

およびメール会議で意見交換を行った。 

②薬物問題への介入のあり方では、29年度に作

成した「精神科救急医療において薬物乱用・依存

患者に行うべき介入ガイドライン案」（分担報告書

参照）における「1) 患者本人に対する医療②簡易

再発防止プログラム」（簡易介入ツール）の開発と

効果検証を行った。 

対象は、2018年1月～2018年12月に国立精

神・神経医療研究センター病院にて入院治療を受

けた物質使用障害患者23名で、以下の2種類の

尺度を用いて簡易介入ツールによる介入前後の得

点変化によって評価した。 

1. Beck Depression Inventory（BDI） 

2. Stages of Change Readiness and 

Treatment Eagerness Scale, 8th version 

for Drug dependence（SOCRATES-8D）

（薬物依存に対する問題意識と治療に対

する動機付けの程度を評価するために開

発された尺度） 

5) 精神科救急及び急性期医療における自治体

および医療機関の連携等の地域体制の在り

方に関する研究（塚本分担班） 

各都道府県における精神科救急医療体制整備事

業の運用実態、及び課題を把握するため、〔平成

29年度〕 

①精神科救急医療体制整備事業等調査 

②『精神科救急医療体制を整備するための手引き』

における「評価および整備のための基準」調査。 

〔平成30年度〕 

③精神保健福祉業務専従職員の配置状況調査④精

神科プレ・ホスピタルケアにおける受診調整困難

事例調査 

⑤精神医療相談窓口（精神科救急情報センター・

精神医療相談窓口）で使用しているトリアージ＆

スクリーニングシートの収集および共通シート

（試案）の作成 

⑥分担研究成果の報告、及び成果物（案）に対す

るヒアリングの開催 

を実施した。 

6) 精神科救急及び急性期医療における一般救

急医療との連携の構築に関する研究（橋本分

担班） 

連携改善策を検討するため、平成29年度に①－

0．並列型医療連携の好事例研究として、救命救急

センターと精神科を有し、救急科と精神科との円

滑な連携、患者への医療提供を実現できていると

考えられる6施設での調査を実施した。平成29

～30年にかけ、①－1．救急医療従事者が必要と

考える精神科医療との連携改善策について、①－2．

教育コース（PEEC）のそのものの効果について

GKSES（Gatekeeper Self-efficacy Scale）を用い

て、コース開催時に、スタッフや受講者、見学者

を対象とし、質問紙調査を実施した。平成29年～
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30年にかけ、①－3．搬送困難事例から連携の課

題を抽出し、教育コースの効果を検証するため、

全国の地域メディカルコントロール協議会

（N=252）ならびに消防本部（N=744）を対象と

し、ウェブを通じたアンケート調査を実施した。

②病院前救護における精神科トリアージの改善の

ためのトリアージ、スクリーニングのためのツー

ルについて平成29年度中に既存文献の精査を行

い、平成30年度にエキスパートオピニオンを実施

してツールの完成を目指した。③精神科トリアー

ジ後、患者を適切な医療・社会資源につなげるた

めの方策及び実態把握手段の開発を目指し、全国

における救命救急センター・二次救急医療施設、

精神科救急病棟を有する医療施設、MPU/CIU対

応が可能な総合病院精神科の偏在状況を調査する

とともに、オランダ、米国などで実施されている

CIU調査用紙を邦訳した。 

7) 精神科救急及び急性期医療後の退院困難例

の要因分析及び適切なケアのあり方に関す

る研究（山口分担班） 

2014年から実施された、国内60の医療機関に

おける精神科救急病棟の入院患者を対象とした多

施設共同前向き研究のデータを用いて、「3ヵ月継

続入院群」と「3ヵ月以内退院群」の比較を実施

した。また、3ヵ月継続入院群については退院困

難の理由を検証し、入院後12ヵ月経過時の入院継

続の有無との関連を調べた。 

 

【倫理面への配慮】 

本研究の実施に当たっては、文部科学省・厚生労

働省「人を対象とする医学系研究に関する倫理指

針」（平成29年2月28日改訂）を順守した。研

究1）における横断面調査は、研究代表者が所属

する公益財団法人復康会の倫理審査委員会におけ

る承認を得たうえ、調査実施各機関の必要に応じ

て当該機関の倫理審査委員会の承認を得て行った。

研究3）における観察研究は、分担研究者の所属

する順天堂大学医学部付属練馬病院の倫理審査委

員会の承認を得たうえ、調査実施各機関の倫理審

査委員会の承認も得て行った。研究4）の②につ

いては、分担研究者の所属する国立精神・神経医

療研究センター倫理委員会の承認を得て実施され

た。研究6）では分担研究者の所属する熊本医療

センターの倫理委員会で承認を得た。研究7）に

ついては、データ収集を実施した過去の厚生労

働科学研究が帝京平成大学倫理委員会の承認を得

ており（承認番号25-073）、本研究において研究

分担者が二次解析を担当するにあたり、同委員会

からの追加承認を得て行った（承認番号26-008-1）。 

 

C.研究結果 

1) 精神科救急及び急性期医療サービスにおけ

る医療判断やプロセスの標準化と質の向上

に関する研究（杉山） 

精神科救急医療体制整備事業の実施要綱変遷、

および自治体ごとの実績に関する経年変化を新た

に整理してまとめた。自治体セルフレビューでは

36自治体から回答があり（回答率76.6％）、実績

変動の主な理由は制度や資源の変更によるもので

あった。 

平成30年には追加解析を行い、①人口万対時間

外受診数、②入院率、その積によって得られる③

人口万対時間外入院数、が指標として有力であっ

た。指標①と②は各都道府県の時間外医療を特徴

づけるトリアージ状況を反映し、指標③は非自発

入院の判断傾向を反映した。指標③の年次変化は

僅かに増加傾向にあり、中央値は2004～2015の

12年間で1.01～1.74であった。ヒアリングを通

じ、これら3指標が全て全国動向と比較できる形

で表示される散布図及びその経時変化図は説得力

を有すフィードバックとして確認された。 

非自発入院の判断に関する横断面調査では、精

神科救急入院料病棟を運営する全国 134の医療機

関のうち 54（40.3％）施設から回答が得られ、最

終的に転帰不明例を除いた 509例を解析した。副

次的所見として、要入院との専門医学的判断にも

かかわらず、制度上の理由（非同意）により導入

できないケースが 2.1％発生していた。精神科救

急医療における時間外受診の需要（ニーズ）は、

意識障害、幻覚・妄想、精神運動興奮、抑うつ、
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躁、解離、酩酊、昏迷・亜昏迷不安・焦燥、副作

⽤、⾝体合併症、認知症、残遺症状、⾏動異常、

不眠、その他の16の代表的状況に分類された。 

転帰（A:非自発入院／自発入院／非入院、ある

いはB:要入院／入院不要）毎の群間比較、上記基

準項目の該当群における転帰の比較を行ったとこ

ろ、基本5要件（医学的な重症性、社会的不利益、

急性の展開、治療の必要性、治療の可能性）のう

ちすべてが入院要否判断に関連し、前3者は非自

発入院の判断と関連していた。重症度は、入院要

否判断、非自発入院の両判断に影響した。緊急に

医療的介入を要する因子のうち行動因子、さらに

行動因子のうち他害も両判断に関連したが、行動

因子のうち自傷ではむしろ自発入院が多く、入院

要否判断への影響はなかった。行動因子のうち自

律不全では自発／非自発の判断において差が見ら

れず、入院不要と判断されることの方が多かった。

サポート因子は自発入院の割合が高く、医療関係

性因子のうち中断例は要入院判断、かかりつけ医

が対応できない場合は入院不要判断が多かった。 

各要因が該当する場合の転帰を比較した追加解

析（平成 30年度）では、主診断がF4の場合に、

要入院・非自発入院判断となる可能性のオッズ比

が有意に低かった。基本5要件では、治療の可能

性を除く4要因（医学的な重症性、社会的不利益、

急性の展開、治療の必要性）が両判断にとって有

意に高く、医学的重要性が最も影響が大きかった。

状態像では、両判断において躁状態、精神運動興

奮状態、意識障害、幻覚妄想状態、抑うつ状態の

順に有意であった。緊急に医療介入を要する因子

のうち、行動因子の該当が最も非自発入院判断の

可能性が高く、続いて医療関係因子（初発、中断）

が有意であった。サポート因子（家族、同居者等

の有無）や身体合併症因子の該当は要入院判断の

可能性が有意に高く、自発入院が選択される可能

性を示唆した。行動因子のうち他害のおそれがあ

る場合の非自発入院可能性は有意に高く、自傷の

おそれや自律不全では有意に低かった。医療関係

性因子のうち、初診の場合の要入院判断は70％超、

そのほとんどが非自発入院であったが有意所見で

はなかった。中断例は全例が要入院しており、非

自発入院判断可能性が有意であった。 

初期救急医療体制については、5自治体におい

て体制整備が確認され、それぞれの特徴を明らか

にして好事例として課題や利点をまとめた。 

2) 精神科救急及び急性期医療に関する実態と

課題に関する研究（平田分担班） 

①平成28年度の精神科救急医療体制整備事業

では、190,565件の受診前相談（人口100万当た

り1日4.11件）、42,122件（同0.91件）の夜間・

休日の救急受診があり、その42.0％に当たる

17,708件（同0.38件）が入院となった。入院の

77.3％が非自発入院、緊急措置、措置、応急入院

の3形態は大都市圏を中心に全体の24.7％を占め

た。 

同じく平成29年度は44,577件（同0.96件）の

受診があり、42.4％に当たる18,884件（同0.41

件）が入院となった。入院の74.0％が非自発入院、

緊急措置、措置、応急入院の3形態は大都市圏を

中心に全体の23.7％を占めた。なお、衛生行政報

告例によれば、近年増加してきた警察官通報と措

置入院が2017年度は減少に転じた。 

②精神科救急事業に関する実績を正確に収集す

る新たな報告様式案を作成し、これに準じた様式

が2019年度の報告から実装されることとなった。 

③精神保健福祉資料（平成29年6月30日現在）

では、全国140施設の214病棟に精神科救急入院

料が認可され、1病棟当たり平均47.1床に40.1

人が在院していた。非自発入院は74.6％、18.6％

が隔離、6.1％が身体拘束されていた。主診断は

F2が48.1％、F0が10.7％。65歳以上の在院患

者は28.1％、在院3ヶ月を超えて残留する患者は

6.1％であった。レセプト情報・特定健診等情報デ

ータベースでは、平成26年度の1病棟当たりの

年間入院者数は279.3人であった。2018年6月

30日現在は、全国163施設の234病棟に精神科

救急入院料が認可され、1病棟当たり平均46.6床

に40.3人が在院していた。非自発入院は73.1％、

隔離17.5％、身体拘束4.4％であった。主診断は

F2が46.6％、F0が11.4％。65歳以上の在院患
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者は30.1％、在院3ヶ月を超える患者が21.8％で

あった、 

④平成29年度には、二次医療圏、精神科救急医

療圏、都道府県単位で、精神科救急入院料認可施

設など、精神科救急医療資源に関する情報を表示

する仕組みをReMHRADに提供し、平成30年度

には新たな精神科救急事業の報告様式が加わった

ことにより、持続的更新システムが構築されるこ

ととなった。 

3) 精神科救急及び急性期医療における薬物療

法標準化に関する研究（八田分担班） 

1543名が解析対象となり、このうち最初の抗精

神病薬および無効で切り替えた 2 番目の抗精神病

薬への反応良好な患者はそれぞれ 660名 (42.8%)

および243名 (15.7%)で、合計58.5%の患者が最

初あるいは 2 番目の抗精神病薬に反応良好であっ

た。反応不良者 581名（37.7%)は、2番目の抗精

神病薬に最初あるいは 3 番目の抗精神病薬が加え

られた。この併用群のうち 522 名 (89.8%)は

CGI-Iが3以下（軽度改善～著明改善）であった。

167 名 (10.8%)は入院から 3 ヵ月以内に ECT を

受け、そのうち160名 (95.8%)が CGI-I 3以下を

示した。体重増加した患者は42.4%、血糖、LDL

コレステロール、中性脂肪は入院時に正常域であ

ったにもかかわらずエンドポイントで上限を超え

た患者がそれぞれ 3.2%, 7.5%, および 13.1%で

あった。同様にプロラクチン値では6.2%であった。

エンドポイントでQTc 500 ms 以上の延長が認め

られた患者はいなかった。新たに錐体外路症状が

出現した患者は7.3%であった。抗精神病薬2剤併

用となった患者の有害事象の割合は、全体と比較

して有意差は認められなかった。 

エキスパートコンセンサス調査では対象677名

のうち216名（32%）から回答が得られた。 

急性期治療を開始する際の最初の主剤選択とし

ては、リスペリドンが最多で、アリピプラゾール、

オランザピンがそれに次いだ。 

最初の抗精神病薬への早期反応不良の場合、切

替を選択するエキスパートが圧倒的に多かった。

最初の 2剤にいずれも反応不良の際に 2剤併用を

暫時許容することについて、「同意・納得できる」

が大多数であった（図 2-13）。最初の 2 剤にいず

れも反応不良の際に 2 剤併用でなくクロザピンへ

の切替を目指すことについても、「同意・納得でき

る」が多数であった（図2-14）。 

急性期治療中に内服から持効性抗精神病薬注射

への切替えを基本とすることについて、2 回目の

入院では「同意・納得できる」が圧倒的であった。 

4) 精神科救急及び急性期医療における薬物乱

用および依存症診療の標準化と専門医療連

携に関する研究（松本分担班） 

有識者を募った合議体において、①告発を義務

づけた法令はなく、告発せずに治療につなげるこ

とは不法行為に当たらないこと、守秘義務の遵守

を法定されている医療者は、告発よりも治療及び

支援につなげることを本務とすべきであること、�

②守秘義務の遵守を法定されている医療者は、犯

罪として告発することもが許容されている場合に

あっても、患者の同意を前提とする慎重な対応が

求められること、③告発義務のある公務員であっ

ても、守秘義務を前提とした職務上の裁量が認め

られる場合があることが確認された。また、麻薬及

び向精神薬取締法58 条�の2 による「麻薬中毒者」

の都道府県知事（都道府県薬務課）への届け出につ

いては、現実的課題が多く、人権や治療機会の確保

の点から慎重さが求められること等が確認され、

「患者の違法薬物使用を知った場合の対応ガイド

ライン」案を提案した。 

「薬物乱用・依存への介入のあり方」について

は、平成�29 年度中に、精神科救急病棟における限

られた入院期間で、簡易介入ツールを用いたかか

わりや、家族に対する情報提供と退院後支援に向

けたケースマネジメントが必要であることが確認

され、その認識にもとづいて、独自に簡易介入ツ�

ール、ならびに家族への情報提供資材の開発を行�

った。平成�30 年には実際の症例で効果検証を行い、

簡易介入ツールの介入後にはBDI 得点は有意に

低下した（p=0.028）。一方、SOCRATES-8D 総
得点、および下位因子の「病識」と「迷い」には

有意な変化は見られなかったが、下位因子の「実
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行」に関しては上昇する傾向（p=0.058）が見ら

れた。 

5) 精神科救急及び急性期医療における自治体

および医療機関の連携等の地域体制の在り

方に関する研究（塚本分担班） 

平成29年の調査では、37自治体から回答を得

た。各自治体における精神科救急医療体制整備事

業における受診前相談の実態は、人口万対相談件

数で24時間精神医療相談窓口（0.6件～110.5件）、

精神科救急情報センター（0.3件～33.8件）と自

治体間で大きな差が生じていた。 

受診前相談については、精神科救急情報センタ

ーおよび精神科医療相談窓口の役割について、「利

用者が利用しやすいような配慮によって体制を整

えるとともに、医療圏ごとの具体的対応が可能な

実効的サービスとして設置すること（有益な情報

提供や助言ができないような、圏域を越えた相談

等が発生しないための配慮などの評価）。なお、必

要な広域調整については、あらかじめ連絡調整会

議で取り決めること」（必須水準）について、該当

17自治体(45.9%)に留まり、部分該当16自治体

(43.2%)、非該当4自治体(10.8%)、また「地域の

具体的な資源に関する知識、必要要件として業務

手順を定めること」（必須水準）は、部分該当10

自治体(27.0%)、非該当7自治体(18.9%)であった。

さらに「連絡調整委員会において個々の事例の対

応適切性に関する事後検証」（必須水準）について、

部分該当13自治体(35.1%)、非該当15自治体

(40.5%)と実施実態は僅かで、受診前相談体制を整

備するにあたっての課題として浮き彫りになった。 

平成30年度の調査結果では、 

① 全国の469保健所のうち308ヵ所（回答率

65.7%）、1,747市町村のうち816ヵ所（同46.7%）

市町村から回答を得た。保健所では都道府県、指

定都市別に、市町村では障害福祉担当課、保健セ

ンター別に分析し、常勤専従職員配置、常勤専従

職員職種別構成割合、常勤専従職員のうち、精神

保健福祉相談員（精神保健福祉法第48条）に任命

されている者の比率に不均一がみられた。 

② 精神科プレ・ホスピタルケアを担っている保健

所及び精神科救急情報センターにおいて、平成29

年度に行ったトリアージの結果、非自発的入院が

必要と判断した事例で、受診調整が極めて困難で

あった事例について、保健所については241ヵ所

（回答率51.4%）、精神救急情報センターについて

は26都道府県（回答率55.3%）から回答が得ら

れ、それぞれ27,595件のうち336件（1.2%）、

43,621件のうと1,225件（2.8%）の発生があった。

理由に関する具体的記載が無く、受診調整困難と

なる因子を抽出できなかったが、基本要件におけ

る「事例性」に相当する「社会的不利益」が高い

一方で、「疾病性」（「医学的な重症性」）や、「急性

の展開」「治療の可能性」が低い事例が含まれてい

ること等が一要因と考えられた。 

③ 各自治体の精神医療相談窓口で使用されてい

るトリアージ＆スクリーニングシートについて分

析したところ、対象者の情報を記述することを主

体としているタイプと、詳細な項目をチェックで

きるようにしたタイプに二分された。共通シート

（試案）については、相談業務を担う相談員の経

験や技量に大きな差があることをふまえ、寄せら

れた相談事例の「疾病性」と「事例性」を吟味し、

的確にトリアージすると共に、身体合併症にも留

意する必要性から【基本シート】に基づき情報を

収集して精神科救急事例への該当について吟味し、

その可能性があれば、【医療機関紹介判断用シート】

に基づき情報を収集しトリアージする二段階構造

とした。 

④ 各都道府県に精神科救急医療体制整備事業担

当者の参加を求めたところ、26都県の参加が得ら

れた。参加者アンケートでは、「参考になった」と

の評価が得られ、成果物を精神科救急医療体制連

絡調整委員会で資料として利用したいとの要望も

複数の自治体から寄せられた。特にグループに分

かれ各自治体の精神科救急医療体制整備事業の現

状、課題、独自の取り組みなどについての情報交

換、及び成果物（案）について高い評価を得た。 

6) 精神科救急及び急性期医療における一般救

急医療との連携の構築に関する研究（橋本分

担班） 
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〔①-0〕平成29年度に行ったア並列型医療連携

の好事例研究（6施設）では、それぞれの施設で

地域における身体合併精神科症例の治療に取り組

む実績を積み重ね、自殺対策などにも積極的に関

与することで、地域内の役割を担っていることに

加え、県・市からの助成・基金など財政面での支

援があること、救急科・精神科上層部が協働作業

を重視していることが重要な背景であった。 

〔①-1〕救急医療実務者に対する質問紙調査を行

い、実務者はPEECコース参加などから対応力強

化を図りたいと考えていると同時に、メディカル

コントロール協議会へ精神科医が参加するなどで

救急科－精神科の連携円滑化を図るべきだと考え

ていることがわかった。〔①-2〕PEECコースはゲ

ートキーパーとしての自己効力感を明らかに改善

していた。コーディネーターへの聞き取りからは、

合議体を形成し、救急科－精神科が双方乗り入れ

た形での合議体形成を図り、新規開催までに複数

の地元スタッフを育成しておくことが肝要だとわ

かった。 

〔①-3〕WEBによる全国一斉調査では、搬送選定

基準の作成、精神科輪番制度の確立を通じて、搬

送困難事例はないと回答する消防本部を一部認め

たが、小児・産科・外傷などに比べて依然として

立ち遅れている現状があることがわかった。 

②日本精神科救急学会、日本総合病院精神医学会、

国立病院機構の協力を得て、全国から100名のエ

キスパートオピニオンを得ることが出来た。病院

前救護者が、メディカルクリアランスをきちんと

確保すると同時に、精神科緊急度に合わせて迅速

に判断できるだろうツールを作成した。 

③三次救命救急センター、精神科救急入院料病棟

認可施設、精神科有床総合病院の偏在を確認する

ための協力体制を確保し、オランダ、米国などで

実施されているCIU調査用紙の分担翻訳により

日本語版を作成した。 

7) 精神科救急及び急性期医療後の退院困難例

の要因分析及び適切なケアのあり方に関す

る研究（山口分担班） 

3ヵ月以内退院群と比較し、3ヵ月継続入院群の

患者の特徴は、入院時から症状等が重く、疾患の

難治性が明確であった。また、ケア内容について

の両群の差はほぼ観察されなかった。さらに、各

機関でクロザピンやm-ECT、認知行動療法など

エビデンスのある実践は、その実施自体が少なか

った。退院困難の理由は、単純に「症状」や「症

状以外」の理由で類別することは困難であった。

また、クラスター分析によって「3ヵ月継続入院

群」を、重い症状や行動障害、治療関係の構築に

困難を抱えるグループ（クラスター1）と不安や自

殺などの課題を抱えるグループ（クラスター2）に

分類し、分析を実施した。 

 

D.考察 

精神科救急及び急性期医療サービスにおける医

療判断やプロセスの標準化と質の向上に関する研

究では、医療判断について個別視点、巨視的視点

の2側面から検討し、エキスパートや関係者によ

る協議を経て、非自発入院判断の標準化、妥当性

向上のための信頼性の高い臨床指標の開発を行っ

た。行政指標としての「人口万対時間外受診数」、

「入院率」、「人口万対時間外入院数」、個別指標と

しての「基本5要件」、「重症度と状態像」、「緊急

に医療介入を要する因子」はいずれも有力であり、

医療判断の特徴の推移や動向、トレンドを反映す

る指標を見出すとともに、指標の意味づけがなさ

れた。今後の診療ガイドラインに反映させるべき

推奨事項の基礎資料となる有意義な見識と考えら

れる。 

平成29年には比較的軽症例を扱う初期救急医

療体制が初めて調査された。一部の熱意ある診療

所医師により支えられ、取り組みは評価されるも

のの構造的な不安定性を有し、事業の定着には

種々の課題があった。一方、体制として行うこと

で、地域としてのトリアージスキルの精度向上、

正確なトリアージの実施、限られた医療資源の有

効活用、さらには地域の医療連携における促進的

作用等の有用性も考えられた。 

精神科救急及び急性期医療に関する実態と課題

に関する研究では、全国規模の種々のデータソー
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スから精神科救急医療体制整備事業の年度実績を

多面的に観察することができた。①研究期間を通

し都道府県から報告される精神科救急医療体制整

備事業の年報を2年分の集計し、②平成30年に

は統計的信頼度を上げるために報告様式の改定を

提案した。また、③精神保健医療資源の基本調査

（630調査）についてもの直近2年分の最新デー

タ等から、精神科救急入院料病棟の運用実態に係

る指標を抽出して集計し、④ReMHRAD（地域精

神医療資源分析データベース）の構築に貢献する

とともに更新の仕組みも整えた。各視点において、

以下のように考察され、多面的モニタリングの重

要性が確認された。 

①人口万対受診件数と入院率には強い負の相関

があり、一次救急患者を主体に受診件数が高い過

疎地区、受診件数が低く入院率が高い大都市圏と

もに、背景要因と課題が推定された。相模原事件

後の制度改革議論によって警察官通報と措置入院

は2017年度に減少したが、大都市圏では依然と

して警察官通報による措置入院が救急患者の重要

な医療アクセス手段となっている。②精神科救急

医療のミッション（重大事象防止、長期在院防止、

在宅ケア支援）の重要性に鑑みて、そのモニタリ

ングの方法論も進化する必要がある。③精神科救

急病棟群は、わが国の精神科医療における「緩や

かな脱入院化」を牽引してきたが、重症患者の治

療的限界や分布と機能の不均一性などの課題を抱

えている。④今後の精神科救急医療のみならず地

域医療計画や障害福祉計画の立案と進展にとって

ReMHRADは有用である。 

精神科救急及び急性期医療における薬物療法標

準化に関する研究に関して、一般的な統合失調症

に対する薬物療法のガイドラインでは抗精神病薬

の2剤併用は避けるべきとされているが、精神科

救急・急性期の真の現場で行われる本分担研究に

より結果が得られたならば、実際の臨床において

抗精神病薬の単剤で治療できる割合と、逆に2剤

の併用をせざるを得ない割合、本来治療抵抗性で

あるためクロザピンを導入すべき割合、ECTをせ

ざるをえない割合など、一般的なガイドラインや

臨床試験では言及されない臨床の真実が明らかと

なる。 

調査の結果、急性期に最初の2剤に早期反応不

良であったために2剤併用になった場合、意外に

も有効で忍容性も比較的良好であった。クロザピ

ンは最初の2剤に反応しない場合の唯一の確立さ

れた選択肢であるが、2剤併用は急性期において

有効性でも安全性でも１つの選択肢と考えてよい

かもしれない。2剤併用を許容するかどうかでク

ロザピンの必要性の数字は変わる。使用が少ない

持効性抗精神病薬注射の使用が増えるかどうかも

影響するであろう。 

この成果は、患者およびその家族と医療側との

薬物療法に関する相互理解に直接的に寄与できる。

すなわち、理想と現場の乖離を量的・質的に検証

することにより、我が国の医療制度において、あ

るいは医療安全上、細やかな管理の実現をもたら

すことが期待される。 

精神科救急及び急性期医療における薬物乱用お

よび依存症診療の標準化と専門医療連携に関する

研究において、薬物関連精神障害の「司法的な対

応のあり方」については、かねてより告発の必要

性と守秘義務の相反事情に加え、公務員の場合の

告発義務等の事情から現場での混乱が多く、何度

も議論を重ねる必要があったが、論点が整理され、

一定の共通見解のもと、ガイドライン案の策定に

まで至ることができた。また、麻薬及び向精神薬

取締法58条の2における課題が明確となった点

も含め、現在の現場の混乱解消に一歩近づいたと

可能性がある。 

薬物乱用・依存に対する介入のあり方に関する

検討では、「精神科救急医療において薬物乱用・依

存患者に行うべき介入ガイドライン案」の内容を

踏まえ、29年度までに開発した「簡易再発防止プ

ログラム」（簡易ツール）を用いた介入により、介

入前後での臨床上良好な変化を確認した。サンプ

ルサイズにより顕著な変化を確認することはでき

なかったが、今後は、よりサンプル数を増やし、

かつ対照群を置いた上で、退院後の依存症専門治

療継続性を指標とした検討を行っていく必要があ
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る。 

これらの成果は、精神科救急医療に従事する者

の薬物乱用・依存患者に対する苦手意識や陰性感

情の低減に資すると思われる。 

精神科救急及び急性期医療における自治体及び

医療機関の連携等の地域体制のあり方に関する研

究では、平成29年度に先行研究で策定した「体制

整備のための手引き」における「評価および整備

のための基準」を用いた自己評価を実施した。未

整備の項目が焦点化され課題として抽出され、各

自治体は自身が解消すべき課題として認識し、対

策も焦点化できるという点で当評価法が一定の意

義を発揮した。一方、結果を鑑みると、受診前相

談体制を中心に地域体制の更なる質の向上が求め

られるものと考えられる。継続的に同じ評価方式

を用いて評価していくことで、整備の進捗等が可

視化できる可能性がある。 

平成30年度に行った研究では以下の点が考察

される。 

① 都道府県保健所で、常勤専従職員における「精

神保健福祉士」の職種別構成割合、常勤専従職員

のうち精神保健福祉相談員に任命されている者の

職種別構成割合は、地域によって大きな違いが見

られたほか、常勤専従職員に対する精神保健福祉

相談員の任命は、保健所よりも市町村においては

進んでいないなどの実態があり、公的機関におけ

る相談業務の標準化にとっての課題要因と考えら

れた。 

② 措置入院者の退院後の医療等の継続的な支援

の仕組みを法定することが盛り込まれていた精神

保健福祉法改案が廃案となったが、ガイドライン

が発出され、精神保健福祉士は徐々に増員傾向に

ある。 

③ 調整困難例は1~3%程度発生し、低頻度ゆえそ

の特徴は明らかでないが、疾病性と比較して事例

性が高いこと要因となる可能性が示唆されたこと

から、今後特徴を特定し、発生を極力最小化する

具体的方策の開発が求められる。 

④ トリアージ＆スクリーニングシートには、対象

者の「疾病性」「事例性」を明確かつ簡潔に記載で

きるものと、項目チェックにより確認漏れを防げ

るものの2タイプがありそれぞれに長所／短所が

あった。そのため、共通シート（試案）の作成で

は両立を目指した。今後記載マニュアルを作成す

るなどしてガイドライン改訂に反映させ、標準化

の一助となることが期待される。 

⑤ ヒアリングの開催は貴重な機会となり、参加者

からの高評価は、精神科救急医療体制整備事業を

担当する自治体職員が事業の課題や、独自の取り

組みなどについて情報交換できる場を求めている

根拠となり、継続開催が必要であると考えられた。 

精神科救急及び急性期医療における一般救急医

療との連携の構築に関する研究では、平成29年度

に一般救急医療における精神科医療や精神科的ケ

アの現状を、並列型医療連携の好事例として医療

機関内連係、PEEC継続的開催地における地域連

携の二つの視点で確認し、平時の関係者間の意思

疎通はもとより、身体合併精神科症例対応、自殺

対策といった共通認識すべき臨床課題、地域課題

を軸に、継続的な実践的取り組みによって信頼を

構築することが重要かつ、方策の一要素であるこ

とがあらためて確認された。また、医療（救急科・

精神科）だけでなく、県や市の保健行政、消防等

の多職種が関わるような枠組み作りが重要であり、

その認識を組織の上層部が理解、把握したうえ、

財政面での支援（獲得）や人材育成に積極的であ

ることが要因として確認された。今後、全国の他

の地域において、並列型のみならず地域内の縦列

型連携の推進にとっても参考になる所見と考えら

れる。 

研究期間を通じ、PEECコースにおける聞き取

りなどから、連携強化のためのポイント、コース

自体の体制強化に与える効果・有用性とともに参

加者に与える効果・有効性等が確認された。しか

しながら、これらの効果がMC活動におけるトリ

アージ状況などにおいて実質的に発揮されるのか

どうかについては不確かであり、今後の確認が望

まれる。救急隊が、地域で生活する精神科患者の

病状不安定の初動にあたることは少なくないと考

えられる。搬送困難事例の背景因として、これま
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で精神科疾患、小児、産科、外傷、複数の診療科

関与などが存在することが指摘されてきた。今回

の調査結果から、搬送選定基準の作成、精神科輪

番制度の確立を通じて搬送困難を克服したとする

自治体が確認されたが、他方では小児・産科・外

傷などに比べて依然として立ち遅れている現状も

確認され、地域に応じた連携方策の策定が必要で

あると考えられる。 

病院前救護における精神科トリアージのツール

はエキスパートオピニオンによって一定の質保証

を得られたものの、実臨床での妥当性検討を行う

必要がある。 

精神科トリアージ後、患者を適切な医療・社会

資源につなげるための方策及び実態把握の手段を

開発について、医療資源の多寡等にもよることか

ら、資源の把握体制確保を試み、強力体制の確立

と特殊ユニットを評価するCIU調査用紙の翻訳

に留まった。今後は地域の実情に合わせた地域連

携パスの作成が等が望ましいと考えられる。 

精神科救急及び急性期医療後の退院困難例の要

因分析及び適切なケアのあり方に関する研究にお

いて、退院困難例はその退院困難となる理由によ

り重い症状や行動障害、治療関係の構築に困難を

抱えるグループ（クラスター1）と不安や自殺など

の課題を抱えるグループ（クラスター2）に分類さ

れた。 

クラスター1については、医療中断の可能性や、

陰性症状や障害までを含めた重症度が高く、標準

治療では地域生活レベルまでの回復がすぎには困

難と判断されたグループともいえるかもしれない。

実際、このグループは12ヵ月時点での入院継続率

も有意に高かった。これらのグループには、エビ

デンスに基づく追加的治療を軸に、ケースマネジ

メントを含めた総合的な支援が必要と考えられる。 

クラスター2については、残遺症状や障害が心

理脆弱性を主としており、必要な心理社会的サポ

ートを投入することが妥当な対応、すなわち地域

生活に向けたケースマネジメントが直接的に有効

となる可能性が考えられる。入院期間が12ヵ月を

超えることは稀であった。ただし、特に自殺の問

題については、早期退院との関連を示した報告も

あり、この要因によって退院困難となっているな

らば複雑化等が考えられ、個別ケースの状況に応

じた対応が必要となるため、このグループに関し

て、集中的な治療や支援が必要ないというわけで

はない。 

現状の医療体制における機能分化では、急性期

治療に難渋し、再入院や長期化するケースに対し

て、上記に提案したようなアプローチを実践でき

る機会が限られることから、本来的な医療を提供

できる体制の見直しが求められる。 

 

E.結論 

精神科救急及び急性期医療サービスにおける

医療判断やプロセスの標準化と質の向上につい

て、信頼性の高い臨床指標が開発された。今後

の継続的な活用により、医療判断動向の確認や

自治体における事業評価への有用性が期待され

る。 

精神科救急及び急性期医療に関する実態と課題

に関する研究では、モニタリングの意義を再確認し

た。今後も、わが国の精神保健医療の水準向上

に資するために、精神科救急医療の諸相を多面

的かつ継続的にモニタリングする必要があると思

われる。 

精神科救急及び急性期医療における薬物療法

標準化に関する研究に関して、質の高い貴重な

エビデンスが得られた。今後、精神科救急医療を

現場で実践するうえで、診療技術の向上に資する

見識と考えられる。 

精神科救急及び急性期医療における薬物乱用

および依存症診療の標準化と専門医療連携に関

する研究において、司法的な対応のあり方、およ

び薬物乱用・依存への介入のあり方を検討し、ガ

イドライン案の作成、および簡易介入プログラムの

開発を行った。本研究成果は、精神科救急医療

に従事する者の薬物乱用・依存患者に対する苦

手意識や陰性感情の低減に資すると思われる。 

精神科救急及び急性期医療における自治体及び

医療機関の連携等の地域体制のあり方に関する研
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究で、精神科プレ・ホスピタルケアや相談業務の

平準化に向けた種々の所見が得られた。研究成果

を活用した自治体・医療連携の推進が期待される。 

精神科救急及び急性期医療における一般救急医

療との連携の構築に関する研究では、教育コース

の活用や、連携にとって支障となりやすい病院前

救護におけるトリアージの正確性を高めるための

メディカルクリアランスを重視したツール作成等

により、良好な連携に必要な要因の抽出を行った。

今後研究成果を活用した各地での連携推進への活

用が期待される。 

精神科救急及び急性期医療後の退院困難例の要

因分析及び適切なケアのあり方に関する研究では、

救急・急性期治療後の退院困難例の特徴を分析し、

現状の医療提供体制における課題が示唆され、本

来的な医療を提供できる機能分化の提案を行った。 

本研究の最終成果は、報告者らが以前に作成し

た、日本精神科救急学会編「精神科救急医療ガイ

ドライン」(2015年版)の次期改定への反映を予定

している。本ガイドラインは、精神科救急及び急

性期医療に関する地域体制整備、受診前相談、医

療判断、ケアプロセス、薬物療法、自殺未遂者対

応、について集約的な標準化を推奨する内容であ

り、今回の分担班での成果を各項目でアップデー

トするほか、規制薬物関連精神障害等や、一般救

急部門との連携についても項目追加などを行って

より包括的となることを目指している。また、今

回の追加研究では急性期後の医療提供体制につい

ても課題も確認されたことから、更なる機能分化

を推進し、包括的で継続的、統合的なケア体制に

ついて、政策提言としての意義も含まれる。 

以上の成果により、現場の診療の標準化がはか

られ、入院医療の適正化や、入院長期化のさらな

る防止が全国規模で推進される効果が期待できる。

入院急性期医療の標準化および機能分化は、全体

システムとしての「精神障害にも対応した地域包

括ケアシステム」の完備にも寄与が大きい。 

また、精神科救急医療の地域体制、医療内容につ

いて、医学研究的として学究的に取り組むことに

より、医療実践がより確実な科学的根拠に基づく

医療として標準化され、その治療成果やサービス

の向上は国民である利用者の疾病克服や健康増進

に直接の効果をもたらすことが期待される。 
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1.論文発表 

1. Hatta K, Sugiyama N, Ito H. Switching 

and augmentation strategies for 

antipsychotic medications in acute-phase 
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183. 
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Asia Pacific Regional Congress of 

Biological Psychiatry 2018, Kobe, 
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3. 八田耕太郎：S4：精神科救急における、長期

予後を考慮した統合失調症薬物療法：日本精

神科救急学会における精神病症状への薬物

療法ガイドライン．第26回日本精神科救急

学会学術総会，那覇, 2018.10.11-12 

4. 塚本哲司：地域包括ケアを含む第7次医療計

画と精神科救急～精神科プレ・ホスピタルケ

アから考える，那覇市，第26回日本精神救

急学会学術総会，2018.10.11 
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